
UPZの滋賀県高島市の避難先

PAZ
UPZ

県内避難先

高島市内他

県外避難先

大阪府大阪市他２市

 UPZ内にある滋賀県高島市の住民の避難先は、滋賀県内及び県外（大阪府）において避難先を確
保。地域ｺﾐｭﾆﾃｨの確保と行政支援継続の観点から、県内避難を基本とする。

 避難先を選定する際には、避難先の準備状況、避難先までの道路状況などを考慮して選定。気象
情報についても活用。
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UPZの滋賀県高島市の避難先

PAZ
UPZ

県内避難先

高島市内他

県外避難先

大阪府大阪市他２市

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

 UPZ内にある滋賀県高島市の住民の避難先は、滋賀県内及び県外（大阪府）において避難先を確
保。地域ｺﾐｭﾆﾃｨの確保と行政支援継続の観点から、県内避難を基本とする。

 避難先を選定する際には、避難先の準備状況、避難先までの道路状況などを考慮して選定。気象
情報についても活用。

131

65



福井県におけるUPZ内の学校・保育所等の防護措置

 福井県では、警戒事態発生時に、UPZ内に位置する保育所・幼稚園、小学校及び中学校等毎に校長等を本部長と
する学校災害対策本部等を設置する。

 全ての学校・保育所において学校原子力災害時避難計画を策定済であり、学校災害対策本部等は関係市町原子
力災害対策本部等の指示により警戒事態において、学校等の対応及び保護者の迎え等について保護者あてに連
絡（ﾒｰﾙ配信等）し、児童等の帰宅又は保護者への引き渡しを実施。全面緊急事態までに保護者への引き渡しを完
了する。

 引き渡しができなかった児童等は、屋内退避（校舎内）を実施する。その後、事態が悪化し、関係市町原子力災害
対策本部等から一時移転等の指示が出された場合は、職員等とともに一時移転等を行い、避難先において保護者
に引き渡す。

UPZ 内の教育機関数

※ 平成31年4月1日時点

教育機関数
（機関）

児童・生徒数
（人）

保育所・
幼稚園等

37 2,337

小学校 29 3,642

中学校 9 1,886

高等学校 3 1,821

特別支援学
校

2 182

大学・
専門学校

4 496

合 計 84 10,364

国原子力
事業者

引き渡し

関係市町・
教育委員会

校内に災害対策本部等を設置

屋内退避指示

連絡・指示

福井県

保護者への連絡及び引き渡しの実施

全面緊急事態までに引き渡しを完了

引き渡しが出来なかった児童等と職員の避難

一時移転等指示

保護者へ
引き渡し

「学校原子力災害時避難計画」
によって行動開始教育機関

保護者

避難先

全面緊急事態に事態が進展

屋内退避（校舎内）

警戒事態発生
（例 大地震（震度6弱）、大津波）
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福井県におけるUPZ内の学校・保育所等の防護措置

 福井県では、警戒事態発生時に、UPZ内に位置する保育所・幼稚園、小学校及び中学校等毎に校長等を本部長と
する学校災害対策本部等を設置する。

 全ての学校・保育所において学校原子力災害時避難計画を策定済であり、学校災害対策本部等は関係市町原子
力災害対策本部等の指示により警戒事態において、学校等の対応及び保護者の迎え等について保護者あてに連
絡（ﾒｰﾙ配信等）し、児童等の帰宅又は保護者への引き渡しを実施。全面緊急事態までに保護者への引き渡しを完
了する。

 引き渡しができなかった児童等は、屋内退避（校舎内）を実施する。その後、事態が悪化し、関係市町原子力災害
対策本部等から一時移転等の指示が出された場合は、職員等とともに一時移転等を行い、避難先において保護者
に引き渡す。

UPZ 内の教育機関数

※ 平成29年5月1日時点

教育機関数
（機関）

児童・生徒数
（人）

保育所・
幼稚園等

34 2,445

小学校 32 3,720

中学校 9 2,015

高等学校 3 1,905

特別支援学
校

2 215

大学・
専門学校

4 463

合 計 84 10,763

国原子力
事業者

引き渡し

関係市町・
教育委員会

校内に災害対策本部等を設置

屋内退避指示

連絡・指示

福井県

保護者への連絡及び引き渡しの実施

全面緊急事態までに引き渡しを完了

引き渡しが出来なかった児童等と職員の避難

一時移転等指示

保護者へ
引き渡し

「学校原子力災害時避難計画」
によって行動開始教育機関

保護者

避難先

全面緊急事態に事態が進展

屋内退避（校舎内）

警戒事態発生
（例 大地震（震度6弱）、大津波）
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福井県におけるUPZ内の医療機関・社会福祉施設の避難先

 福井県では、UPZ内にある全ての医療機関、社会福祉施設（48施設2,108人）について、 施設ごとの
避難計画を作成し、避難先を確保。

 何らかの事情で、あらかじめ選定した避難先施設が使用できない場合には、福井県原子力災害対
策本部が受入先を調整。

施設区分

避難元施設

施設数
入所定員

（人）

医療機関（病院・有床診療所） 8 822

社会福祉施設

介護保険施設等 24 1,042

障害福祉サービ
ス事業所等 16 244

小計 40 1,286

合 計 48 2,108

＜ UPZ内 ＞ ＜ UPZ外 ＞

避難先施設

受入施設数
受入可能人数

（人）

10 822

70 1,042

15 244

85 1,286

95 2,108

施設ごとの避
難計画を作成し、
避難先を確保

※ 平成31年4月１日時点 134

福井県におけるUPZ内の医療機関・社会福祉施設の避難先

 福井県では、UPZ内にある全ての医療機関、社会福祉施設（48施設2,108人）について、 施設ごとの
避難計画を作成し、避難先を確保。

 何らかの事情で、あらかじめ選定した避難先施設が使用できない場合には、福井県原子力災害対
策本部が受入先を調整。

施設区分

避難元施設

施設数
入所定員

（人）

医療機関（病院・有床診療所） 8 822

社会福祉施設

介護保険施設等 24 1,042

障害福祉サービ
ス事業所等 16 244

小計 40 1,286

合 計 48 2,108

＜ UPZ内 ＞ ＜ UPZ外 ＞

避難先施設

受入施設数
受入可能人数

（人）

10 822

70 1,042

15 244

85 1,286

95 2,108

施設ごとの避
難計画を作成し、
避難先を確保

※ 平成29年4月１日時点 135
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福井県のUPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

 関係市町は、在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、
防災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要
支援者の屋内退避・一時移転等を実施。

 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、一時移転等が必要と
なった際には、関係市町が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難
行動要支援者は、福井県原子力災害対策本部において関係機関と調整し避難先を確保。

 支援者のいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者を確保できない場合においても、
関係市町職員、自治会、消防職員・団員等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体制を整備。

 なお、避難行動要支援者のﾊﾞｽ等による避難においては、身体的な負担を考慮し、避難中に休憩をとるなど健康に
配慮した避難を行う。

UPZ内（人）

おおい町 637（358）

小浜市 913（913）

高浜町 789（789）

若狭町 72（72）

美浜町 1,103（1,103）

合計 3,514（3,235）

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）

同居者・支援者

関係市町職員
・消防団員等

連絡等

協力在宅避難行動
要支援者

屋内退避

防災行政無線・広報車・緊急速報メール
サービス・ＴＶ・ラジオ等による情報提供

関係市町原子力災害対策本部等

一時移転等

移動

お ばま し

わか さ ちょう

避難先 福祉避難所※等

※ （ ）内は支援者有り
※ 平成31年4月現在

※県内福祉避難所数（避難対象5市町を除く）：239施設

ちょう
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福井県のUPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、防災行政無
線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋
内退避・一時移転等を実施。

 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、一時移転等が必要と
なった際には、関係市町が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難
行動要支援者は、福井県原子力災害対策本部において関係機関と調整し避難先を確保。

 支援者のいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者を確保できない場合においても、
関係市町職員、自治会、消防職員・団員等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体制を整備。

UPZ内（人）

おおい町 692（546）

小浜市 776（776）

高浜町 789（789）

若狭町 258（258）

美浜町 438（438）

合計 2,953（2,807）

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）

同居者・支援者

関係市町職員
・消防団員等

連絡等

協力在宅避難行動
要支援者

屋内退避

防災行政無線・広報車・緊急速報メール
サービス・ＴＶ・ラジオ等による情報提供

関係市町原子力災害対策本部等

一時移転等

移動

お ばま し

わか さ ちょう

避難先 福祉避難所※等
※ （ ）内は支援者有り
※ 平成29年4月現在

※県内福祉避難所数（避難対象5市町を除く）：239施設

ちょう
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福井県におけるUPZ内の一般住民の防護措置

 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、OIL1に該当すると特定された区域及び
OIL2に該当すると特定された区域に対し一時移転等を指示。

 国の原子力災害対策本部の指示に基づき、当該区域の関係市町原子力災害対策本部等より、防災行政
無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、 TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて一時移転等の指示を伝達。

 当該住民は避難計画で定めている避難先へ一時移転等を実施。
 福井県では、OIL1の場合、自家用車による避難が可能な住民は自家用車により避難。それ以外の住民は、

県が確保するﾊﾞｽ等により避難。OIL2の場合、集団で避難することを基本に、自家用車および県が確保す
るﾊﾞｽ等により避難。

※自家用車で
避難可能な者
は、自家用車
により避難

一時移転等の指示

※自家用車で避
難を行わない者は、
集合場所に集まり
バス等により避難

徒歩等

バス等

一時集合場所

一時移転等対象者

屋内退避

避難先施設

住民

市町名 県内避難先 県外避難先

おおい町
7,507人

敦賀市

兵庫県

伊丹市、川西市
（合計7,507人）

小浜市
29,004人

鯖江市、越前市

豊岡市、養父市

朝来市、香美町
新温泉町、姫路市
市川町、福崎町

神河町
（合計29,004人）

高浜町
10,429人

敦賀市 宝塚市、三田市、猪名川町

（合計10,429人）

若狭町
14,728人

越前町

丹波市、丹波篠山市、

三木市、加東市 小野市

西脇市、加西市、多可町
（合計14,728人）

美浜町
9,459人

大野市 -

＜UPZ内市町の避難先＞

※ 平成31年4月1日時点

地域コミュニティの確保と行政支援継続の観点から、県内避難を基本とす
る。自然災害等により県内での受入れが困難な場合は県外に避難を実施。

お ばま し

ちょう

や ぶ し

あさ ご し か み ちょう

かみかわちょう

さん だ し い な がわちょう

たんばささやまし

か とう し

かさい し た か ちょう

わかさちょう

関係市町原子力災害対策本部等
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み き し

福井県におけるUPZ内の一般住民の防護措置

 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、OIL1に該当すると特定された区域及び
OIL2に該当すると特定された区域に対し一時移転等を指示。

 国の原子力災害対策本部の指示に基づき、当該区域の関係市町原子力災害対策本部等より、防災行政
無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、 TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて一時移転等の指示を伝達。

 当該住民は避難計画で定めている避難先へ一時移転等を実施。
 福井県では、OIL1の場合、自家用車による避難が可能な住民は自家用車により避難。それ以外の住民は、

県が確保するﾊﾞｽ等により避難。OIL2の場合、集団で避難することを基本に、自家用車および県が確保す
るﾊﾞｽ等により避難。

※自家用車で
避難可能な者
は、自家用車
により避難

一時移転等の指示

※自家用車で避
難を行わない者は、
集合場所に集まり
バス等により避難

徒歩等

バス等

一時集合場所

一時移転等対象者

屋内退避

避難先施設

住民

市町名 県内避難先 県外避難先

おおい町
7,552人

敦賀市

兵庫県

伊丹市、川西市
（合計7,552人）

小浜市
29,655人

鯖江市、越前市

豊岡市、養父市

朝来市、香美町
新温泉町、姫路市
市川町、福崎町

神河町
（合計29,655人）

高浜町
10,570人

敦賀市 宝塚市、三田市、猪名川町

（合計10,570人）

若狭町
15,313人

越前町

丹波市、篠山市、三木市

加東市 小野市、西脇市、

加西市、多可町
（合計15,313人）

美浜町
9,774人

大野市 -

＜UPZ内市町の避難先＞

※ 平成29年4月1日時点

地域コミュニティの確保と行政支援継続の観点から、県内避難を基本とす
る。自然災害等により県内での受入れが困難な場合は県外に避難を実施。

お ばま し

ちょう

や ぶ し

あさ ご し か み ちょう

かみかわちょう

さん だ し い な がわちょう

ささやまし み き し

か とう し

かさいし た か ちょう

わかさちょう

関係市町原子力災害対策本部等

139

69



おおい町におけるUPZから避難先施設までの主な経路

140

【主な代替経路】
国道27号→国道303号→国道161号→国道8号

県外避難

※円滑な避難を実施するため、舞鶴若狭自動車道や
国道27号に加え、若狭西街道や若狭梅街道を活用し
たルートによる避難も状況に応じて実施。

【広域避難先（県内避難） 】

敦賀市
＜本郷地区＞

敦賀市立栗野小学校、他7か所

＜佐分利地区＞
敦賀市立敦賀西小学校、他2か所

＜名田庄地区＞
敦賀市立東浦小中学校、他7か所

【広域避難先（県外避難） 】

兵庫県

＜本郷、佐分利地区＞

川西市（牧の台小学校、他14か所）

＜本郷、名田庄地区＞

伊丹市（笹原小学校、他23か所）

【主な避難経路②】
国道27号

【主な避難経路①】
国道27号→小浜西ＩＣ→舞鶴若狭自
動車道→若狭美浜ＩＣ→国道27号

UPZ

PAZ

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

敦賀市

さ ぶ り

な た しょう

ちょう

さ ぶ り

な た しょう

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

【主な避難経路③】
府道・道県１号（小浜綾部線） →大飯高浜ＩＣ→
舞鶴若狭自動車道
【主な避難経路④ 】
県道27号（坂本高浜線） →国道162号→府道12号
→国道27号→国道9号→国道173号
※その他代替経路として、国道303号等を設定 140
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【主な代替経路】
国道27号→国道303号→国道161号→国道8号

県外避難

※円滑な避難を実施するため、舞鶴若狭自動車道や
国道27号に加え、若狭西街道や若狭梅街道を活用し
たルートによる避難も状況に応じて実施。

【広域避難先（県内避難） 】

敦賀市
＜本郷地区＞

敦賀市立栗野小学校、他7か所

＜佐分利地区＞
敦賀市立敦賀西小学校、他2か所

＜名田庄地区＞
敦賀市立東浦小中学校、他7か所

【広域避難先（県外避難） 】

兵庫県

＜本郷、佐分利地区＞

川西市（牧の台小学校、他１４か所）

＜本郷、名田庄地区＞

伊丹市（笹原小学校、他23か所）

【主な避難経路②】
国道27号

【主な避難経路①】
国道27号→小浜西ＩＣ→舞鶴若狭自
動車道→若狭美浜ＩＣ→国道27号

UPZ

PAZ

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

敦賀市

さ ぶ り

な た しょう

ちょう

さ ぶ り

な た しょう

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

【主な避難経路③】
府道・道県１号（小浜綾部線） →大飯高浜ＩＣ→
舞鶴若狭自動車道
【主な避難経路④ 】
県道27号（坂本高浜線） →国道162号→府道12号
→国道27号→国道9号→国道173号
※その他代替経路として、国道303号等を設定 141
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